
     

 

 

令 和 ５ 年 度 
 

 

 

西脇多可行政事務組合 

 

 

一 般 会 計 決 算 審 査 意 見 書 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西脇多可行政事務組合監査委員 



西多行監報第３号 

令和６年 10 月４日 

 

 

 

 

 西脇多可行政事務組合  
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   令和５年度西脇多可行政事務組合一般会計決算審査意見  

   書の提出について  

 

 

地方自治法第  233条第２項の規定により、令和５年度一般会計の決

算及びその附属書類について審査した結果、別紙のとおりその意見書

を提出します。  
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第１  審査の対象  

令和５年度  

西脇多可行政事務組合一般会計歳入歳出決算  

 

第２  審査の期間  

令和６年７月８日から令和６年９月 20日まで  

 

第３  審査の方法  

審査に付された決算書及び決算附属書類の計数等の正否の確認

並びに必要に応じて求めた決算に関する資料に基づいて、予算執

行の適否及び決算経理について、関係職員から事情を聴取する等

の方法により審査した。  

 

第４  審査の結果  

本審査の対象となった歳入歳出決算書及びその附属書類は、い

ずれも関係法令に基づいて調製されており、その計数には誤りが

なく適正であると認められた。  

審査の概要と意見は次のとおりである。  

 

 

 

 

 

 

 

（注）１  文中及び各表中の金額は原則として千円単位としたため、  

合計と内訳の計が一致しない場合がある。  

２  文中及び各表中の比率は原則として小数点以下第１位まで  

としたため、比率の計と内訳の計が一致しない場合がある。  

３  各表中の「  0.0」は、該当数値はあるが表示単位未満のも  

       のである。  
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１  決算の概要  

  一般会計の決算状況は、  

    予 算 額   ２，０９１，１４２千円  

    歳 入 決 算 額   １，８８２，２５９千円  

    歳 出 決 算 額   １，７８８，９３１千円  

    歳入 歳 出差 引 額      ９３，３２８千円  

となっている。  

形式収支額は 93,328千円で、翌年度に繰り越すべき財源  7,692千

円を差し引いた実質収支額は 85,636千円となっている。なお、実質

収支額 85,636千円のうち地方自治法第  233条の２の規定により  

43,000千円が財政調整基金に繰り入れられるものである。  

決算規模を前年度と比較すると、歳入で  345,362千円、歳出で  

 381,235千円増加しているが、形式収支額については前年度の  

 129,201千円に比べ 35,873千円の減少となっている。  

歳入が増加した要因は、繰入金が皆減となったものの、分担金及

び負担金、繰越金及び組合債が増加したことなどによるものである。  

また、歳出が増加した要因は、前年度に比べて衛生費が大きく増

加したことなどによるものである。  

 

⑴  歳入

                                   （単位：千円） 

区分 

年度 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 

不 納 

欠 損 額 

収 入 

未 済 額 

予 算 現 額 と 

収入済額との比較 

４ 1,696,513 1,536,932 1,536,897 0 35 -159,616 

５ 2,091,142 1,882,259 1,882,259 0 0 -208,883 

増減額 394,629 345,327 345,362 0 -35 -49,267 

 

本年度の歳入決算額は  1,882,259千円で、予算現額を  208,883

千円下回っており、その執行率は 90.0％となっている。   

また、調定額  1,882,259千円に対する収入済額は  100.0％で、

調定額どおり収入済であることを確認した。  

款別の歳入決算額は第１表のとおりである。  
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第１表  款別歳入決算額比較表

                                 （単位：千円、％） 

区   分 
４ 年 度 ５ 年 度 対前年度比較 

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率 

分担金及び負担金 1,032,145 67.2 1,222,882 65.0 190,737 18.5 

使用料及び手数料 286,702 18.7 274,800 14.6 -11,902 -4.2 

財 産 収 入 1,339 0.1 1,273 0.1 -66 -4.9 

繰 入 金 95,553 6.2 0 0.0 -95,553 皆減 

繰 越 金 27,592 1.8 101,701 5.4 74,109 268.6 

諸 収 入 24,972 1.6 22,852 1.2 -2,120 -8.5 

国 庫 支 出 金 494 0.0 5,451 0.3 4,957 1,003.4 

組 合 債 68,100 4.4 253,300 13.4 185,200 272.0 

合   計 1,536,897 100.0 1,882,259 100.0 345,362 22.5 

 

第１表中、分担金及び負担金は、構成市町からの負担金等で、

歳出における所要額から他の収入財源を差し引いた財源所要額を

構成市町で負担するものなどである。  

本年度の収入済額は  1,222,882千円で、歳入総額の 65.0％を占

めており、前年度に比べ  190,737千円の増収となっている。  

各構成市町別の負担金の内訳は第２表のとおりである。  

なお、市町負担金の納付については、規約及び規則の規定に基

づき請求されており、市町の分割納付状況は適正に処理されてい

ると認められた。  

 

第２表  構成市町別負担金の内訳

                                   （単位：千円）

区     分  西   脇   市  多   可   町  合     計  

共 通 経 費 28,045 16,304 44,349 

介護 認 定審 査 会費 24,083 13,715 37,798 

障害 認 定審 査 会費 3,267 1,870 5,137 

休 日 診 療 費 1,844 656 2,500 

斎 場 費 22,142 12,873 35,015 

清 掃 費 635,739 462,344 1,098,083 

合     計  715,120 507,762 1,222,882 

 ※清掃費には、令和４年度繰越分  

  市町負担金：西脇市  14,234千円  多可町   8,294千円  

  特別負担金：西脇市  16,793千円  多可町  39,035千円を含む。  
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⑵  歳出

                                 （単位：千円、％） 

区分 

年度 
予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

４ 1,696,513 1,407,696 217,964 70,853 83.0 

５ 2,091,142 1,788,931 175,794 126,417 85.5 

増減額 394,629 381,235 -42,170 55,564 2.5 

 

本年度の歳出決算額は  1,788,931千円で、前年度に比べ  

 381,235千円増加しており、予算現額に対する執行率は 85.5％で

あるが、繰越明許により  7,692千円が翌年度へ繰り越されている

ため、実質的な執行率は 85.9％となっている。  

款別の歳出決算額は第３表、性質別決算額は第４表のとおりで

ある。  

 

第３表  款別歳出決算額比較表

                                 （単位：千円、％） 

区   分 
４ 年 度 ５ 年 度 対前年度比較 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率 

議 会 費 327 0.0 383 0.0 56 17.1 

総 務 費 39,342 2.8 40,256 2.3 914 2.3 

民 生 費 38,979 2.8 40,254 2.2 1,275 3.3 

衛 生 費 1,262,951 89.7 1,687,179 94.3 424,228 33.6 

公 債 費 66,097 4.7 20,859 1.2 -45,238 -68.4 

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

合    計 1,407,696 100.0 1,788,931 100.0 381,235 27.1 
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第４表  性質別決算額比較表

                                 （単位：千円、％） 

区   分 
４ 年 度 ５ 年 度 対前年度比較 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率 

人 件 費 137,503 9.8 142,852 8.0 5,349 3.9 

物 件 費 679,320 48.2 661,647 37.0 -17,673 -2.6 

維 持 補 修 費 230,629 16.4 257,782 14.4 27,153 11.8 

扶 助 費 420 0.0 280 0.0 -140 -33.3 

補 助 費 79,438 5.6 75,253 4.2 -4,185 -5.3 

普通建設事業費 114,854 8.2 523,591 29.3 408,737 355.9 

公 債 費 66,097 4.7 20,859 1.2 -45,238 -68.4 

積 立 金 99,435 7.1 106,667 5.9 7,232 7.3 

合    計 1,407,696 100.0 1,788,931 100.0 381,235 27.1 

 

   本年度末の組合債の現在高（元金のみ）は、第５表のとおりで  

ある。  

 

第５表  組合債の現在高の状況                                   

（単位：千円）  

区    分  
前 年 度 末  
現 在 高  

当 年 度  
発 行 額  

当 年 度  
償 還 額  

当 年 度 末  
現 在 高  

一般廃棄物処理事業債 103,327 253,300 20,045 336,582 
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２  財産に関する調書  

 

  財産の状況は、次表のとおりである。  

 

区    分  単位 
前 年 度 末 
現 在 高 

決算年度中 
増 減 高 

決算年度末 
現 在 高 

土 地 ㎡ 197,147 0 197,147 

建 物 ㎡ 18,887 -177 18,710 

物 品 台、式 56 -3 53 

基 金 千円 1,249,880 134,167 1,384,047 

 

財 政 調 整 基 金 千円 264,534 27,504 292,038 

減 債 基 金 千円 360 0 360 

休日急患センター基金 千円 53,244 8 53,252 

斎 場 施 設 整 備 基 金 千円 68,913 21,522 90,435 

 施 設 整 備 基 金 千円 815,449 85,127 900,576 

 南部業務施設整備基金 千円 47,380 6 47,386 

 

３  結び  

本年度決算の概要は前述のとおりであり、事務及び予算の執行に

際してはその重要性を認識され、健全な組合運営の維持に努められ

ている。  

この度の決算審査においては、最初に当該年度の決算の概要説明

を受け、審査した限りにおいて、おおむね適正な決算状況であると

認められる。  

 

 ⑴  主な質問事項  

ア  衛生手数料の指定収集袋手数料 58,442,500円（前年度比  

21,565,000円の減）となった理由を確認したところ、令和４年

夏頃、指定収集袋の製造工場における新型コロナ感染拡大によ

り、指定収集袋の安定供給が一時的に困難となったため、管内

取扱い店舗において品薄状態となった。その後、指定袋の供給

数を増やしたところ、品不足の反動から令和４年度末にかけて

想定以上に販売数が増加した。  

 指定収集袋の販売数は、年平均で  5,300箱程度であるが、令

和４年度は  6,007箱となった一方で、令和５年度の上半期は、

前年度末のリバウンドにより、販売数が減少し、年間の販売数



- 7 - 

が  4,331箱と大幅に減少したため、手数料収入が減額となった

ことを確認した。  

イ  北部クリーンセンター管理事業（最終）における委託料への

流用  176,000円について内容を確認したところ、北部クリーン

センターの建物解体工事を行う過程において、掘削量及び残土

処理量が増大したことに加えて、施工区画においてアスファル

ト舗装範囲が拡大するなど、追加の工事が生じた。このため、

変更設計書の作成業務を発注するため流用を行ったと説明を受

けた。  

 

⑵  最後に  

令和８年４月の新ごみ処理施設の供用開始に向け、建設工事の

本格化やますます多様化する住民ニーズへの対応等、各事業の執

行に当たっては様々な課題が想定されるが、引き続き健全な運営

に一層努力されたい。  

 

 

 


